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社会福祉法人 正心会  

ハピネス川西 ホームヘルプサービス 

重要事項説明書 

当事業者は介護保険の指定を受けています。 

ハピネス川西ホームヘルプサービス      

訪問介護       ―  指定居宅サービス    (指定第 2873100370 号) 

第 1 号訪問事業  ―  介護予防型訪問サービス（指定第 2873100370 号） 

当事業所はご契約者に対して訪問介護サービス及び、介護予防型訪問サービスを提供します。事業

所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

1. 事業者 

(1) 法  人  名         社会福祉法人 正 心 会 

(2) 法人所在地          川西市丸山台 3 丁目 5 番地の 6 

(3) 電 話 番 号         072-794-7600 

(4) 代表者氏名          生 駒 二 郎 

(5) 設立年月日          昭和 61 年 2月 10 日 

（6） メールドレス              info@seisin.or.jp 

 (7) ホームページアドレス   URL http：//www.seisin.or.jp 

 

2. 事業所の概要 

   (1) 建物の構造      鉄骨鉄筋コンクリート造 地上 5階 

   (2) 建物の延べ床面積   7,775.81 ㎡  内 3,473.46 ㎡ 

   (3) 施設の周辺環境 

緑の山々を見渡せる旧小学校跡地にあり、こども園やふれあい会館等の公共施設や住宅地が

隣接しています。また、交通の便においても、阪急川西能勢口駅からバスで約 10分、高速道

路のＩＣからも近い位置にあります。 

 

〔事業所の説明〕 

（1）施設の種類 

訪問介護   ：平成 12 年 5 月 1日指定第 2873100370 号（兵庫県） 

第 1 号訪問事業：平成 30 年 4 月 1日指定第 2873100370 号（川西市・猪名川町・三田市）  

（2）施設の目的   

介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）がその有する能力に応じ可能な限り自立した日常

生活を営むことができる様に又、ご契約者の支援を目的として、ご契約者に、日常生活を営



 

2 

 

むため、訪問介護サービス及び介護予防型訪問サービスを提供します｡ 

（3）施設の名称 

      ハピネス川西ホームヘルプサービス 

電話：072-755-3314  ＦＡＸ：072-755-1314 

（4）施設の所在地  

兵庫県川西市加茂 3丁目 13 番 26 号 

交通機関 阪急宝塚線 川西能勢口駅より阪急バス「阪急伊丹」行き「加茂小学校前」下車。 

（5）管理者（管理者） 

氏 名  片山 智実（サービス提供責任者兼務） 

（6）当施設の運営方針  

当施設は、ご契約者の皆さまに適正な介護サービスを提供する為に、皆さまの心身の特徴を

知り、その有する能力に応じて自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたり支

援いたします。 

（7）当事業所に併設されている事業所は次の通りです。             

             「基準緩和型訪問サービス」「介護老人福祉施設」「短期入所生活介護」「介護予防短期入

所生活介護」｢通常規模型通所介護｣ 「第 1 号通所事業」 ｢認知症対応型通所介護｣ 

「居宅介護支援」「ケアハウス」｢地域包括支援センター｣「シルバーハウジング」 

          (8) 通常の事業の実施地域  

川西市 阪急宝塚線以南、国道 171号線以北 

宝塚市 阪急宝塚線以南、県道 332号線以東、国道 176号線以北 

（9) 営業日及び営業時間 

営 業 日 
日曜日 ～ 土曜日 

(但し 12/30～1/3 は除く) 

受 付 時 間 
月曜日 ～ 金曜日 

 8:45 ～ 17:30 

サービス提供時間 
日曜日 ～ 土曜日 

 7:00 ～ 22:00 

 

3. 契約締結からサービス提供までの流れ 

（1）ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サービス計

画」及び「介護予防型訪問サービス計画」に相当する個別の計画（以下、個別計画）がある

場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成するそれぞれのサービスに係る介護計画（以

下、個別サービス計画）に定めます。契約締結からサービス提供までの流れは次のとおりで

す。（契約書第 3 条参照） 
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①事業所の職員に個別サービス計画の原案作成やそのために必要な調査等の業務

を担当させます。 

 

②その担当者は個別サービス計画の原案について、ご契約者及びその家族等に対

して説明し、同意を得たうえで決定します。 

 

③個別サービス計画は、個別計画が変更された場合、もしくはご契約者及びその

家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のあ

る場合には、ご契約者及びその家族等と協議して、個別サービス計画を変更し

ます。 

 

④個別サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付し、そ

の内容を確認していただきます｡ 
 

 

（2）ご契約者に係る「個別計画」が作成されていない場合のサービス提供の流れは次の通りで

す。 

① 要介護・要支援認定を受けている場合及び事業対象者の方 

 

〇居宅介護支援事業者及び介護予防支援事業者の紹介等必要な支援を行います。 
〇個別サービス計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

↓ 
 

個別計画の作成 

↓ 
 

〇作成された個別計画に沿って、個別サービス計画を変更し、それに基づき、ご契約者
にサービスを提供します。 

〇介護給付等対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負担額）
をお支払いいただきます。 
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②要介護・要支援認定を受けていないまたは、事業対象者ではない場合 

 

 

  

 ○要介護・要支援認定、事業対象者の申請に必要な支援を行います。 

 ○個別サービス計画を作成し、それに基づきご契約者にサービスを提供します。 

 ○介護給付等のサービスについては、利用料金をいったん全額お支払いいただきます。（償

還払い） 

 

 

  
 

 

 

 

 
 

 

要介護・要支援・事業対象者 

と認定された場合 

 

  
 

 

自立と認定された場合 

 

 
 

         ↓                      ↓   
 
 
 
 
 

 

 ○個別計画を作成していただきます。必要に

応じて、居宅介護支援事業者及び介護予防

支援事業者の紹介等必要な支援を行いま

す。 

 

  

  

  
 

 

 ○契約は終了します。 

 ○既に実施されたサービスの利用料 

金は全額自己負担となります。 

 

 
 
 
 

         ↓ 
 
 
 

 

個別計画の作成 

 

 
 

         ↓ 
 

  

  

  

  
 

 

 ○作成された個別計画に沿って、個別サービス計画を変更し、それに基づき、ご契約者に

サービスを提供します。 

 ○介護給付等の対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負担

額）をお支払いいただきます。 
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4. 職員の配置状況 

当事業所では、ご契約者に対して訪問介護サービス及び介護予防型訪問サービスを提供する職員

として、以下の職種の職員を配置しています。 

〈主な職員の配置状況〉 

職     種 常  勤 非常勤 常勤換算 備    考 

1.管理者 1名  1名 サービス提供責任者と兼務 

2.サービス提供責任者 4名  4名 訪問介護員と兼務 

3.訪問介護員  複数名   

 ※配置基準を下回らない範囲で変動する場合があります。 

 

5. 当事業所が提供するサービスと利用料金 

当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

(1) 利用料金が介護保険から給付される場合 

(2) 利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

（1）介護給付及び予防給付の対象となるサービス（契約書第 4条参照） 

以下のサービスについては、利用料金の大部分（9 割・8割・7 割）が介護保険から給付さ

れます。 

 

(i)〈サービスの概要〉 

 

○身体介護：入浴・排せつ・食事摂取等の介護を行います。 

○生活援助：調理・洗濯・掃除・買物等の日常生活上の支援を行います。 

※介護予防型訪問サービスにおいては、例えばご契約者が行う調理を訪問介護員が見

守りながら一緒に行うなど、ご契約者がその有する能力を最大限活用することがで

きるような支援を行います。 

 

 

① 身体介護型 

○入浴介助 … 入浴の介助または、入浴が困難な方は体を拭く（清拭）介助を行います。 

○排せつ介助… 排せつの介助、ポータブルトイレの移乗介助・おむつ交換を行います。 

○食事摂取介助…食事摂取の介助を行います。 

○体位変換 … 体位の変換を行います。 

○通院介助 … 通院の介助（付き添い）を行います。（通院にかかる交通費はご契約者負担と

なります） 
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② 生活援助型 

○調理 … ご契約者の食事の用意を行います。（ご家族分の調理は行いません） 

○洗濯 … ご契約者の衣服等の洗濯を行います。（ご家族分の洗濯は行いません） 

○掃除 … ご契約者の居室の掃除を行います。 

（ご契約者の居室以外の居室、庭等の敷地の掃除は行いません） 

○買物 … ご契約者の日常生活に必要となる物品の買物を行います。 

（預金・貯金の引き出しや預け入れ等の金品に係わる業務は行いません） 

 

☆介護予防型訪問サービスの実施頻度は個別計画において、以下の支給区分が位置づけられ、

1 週間あたりのサービス提供頻度が示されます。これを踏まえ、個別サービス計画において

具体的な実施日、1回あたりの時間数や実施内容等を定めます。 

支給区分 1 週間あたりのサービス提供回数 

Ⅰ おおむね 1回 

Ⅱ おおむね 2回 

Ⅲ おおむね 3回 

 

(ii)〈サービス利用料金〉（契約書第 10条参照） 

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度及び要支援度、事業対象者に応じたサービス利用

料金から介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。 

〇訪問介護サービス(1回あたり)            （下記金額は概ねの料金です） 

サービスに要する時間 20 分未満 
20 分以上 

30 分未満 

30 分以上 

1 時間未満 

1 時間以上 

1 時間半未満 

1 時間半以上 

(30 分増す毎に) 

身
体
介
護
型 

1.サービス利用料金 1,744円 2,610円 4,140円 6,066円 ＋877円 

2.介護保険から 

給付される金額               
1,569円 2,349円 3,726円 5,459円 ＋789円 

3.自己負担額（1割分） 175 円 261 円 414 円 607 円 ＋88円 

サービスに要する時間 20 分以上 45 分未満 45 分以上 

生
活
援
助
型 

1.サービス利用料金 1,915円 2,354円 

2.介護保険から 

給付される金額 
1,723円 2,118円 

3.自己負担額（1割分） 192 円 236 円 

※負担割合が 2割又は 3割の方は、上表 3．「自己負担額」が概ね 2倍又は 3倍になります。 

☆上記の表のサービス利用料金には、特定事業所加算Ⅱ（上記、利用料金表の表示額の 10％）が含まれ

ておりません。 
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☆生活援助型は 45分以上のサービス提供は同一料金となります。 

☆上記のサービスの利用料金は、実際にサービスに要した時間ではなく、訪問介護計画に基づき決定され

たサービス内容を行うために標準的に必要となる時間に基づいて介護給付費体系により計算されます。 

☆「サービスに要する時間」は、そのサービスを実施するために国で定められた標準的な所要時間です。 

☆平常の時間帯（午前８時から午後６時）以外の時間帯でサービスを行う場合には、次の割合で利用料金に

割増料金が加算されます。割増料金は、介護保険の支給限度額の範囲内であれば、介護保険給付の対

象となります。 

・夜間（午後 6時から午後 10時まで）：25% 

・早朝（午前 6時から午前 8時まで） ：25% 

・深夜（午後 10時から午前 6時まで）：50% 

☆2人の訪問介護員が共同でサービスを行う必要がある場合は、ご契約者の同意のうえで、通常の利

用料金の 2倍の料金をいただきます。 

・体重の重い方に対する入浴介助等の重介護サービスを行う場合 

・暴力行為などが見られる方のサービスを行う場合 

・その他、ご契約者の状況等から適当と認められる場合 

 

☆以下の加算につきましても条件が整った場合に算定されます。 

 （負担割合が 2割又は 3割の方は、下記加算料金が概ね 2倍又は 3倍になります。） 

 ・初回加算 214 円/月  新規に訪問介護計画書を作成したご契約者に対して、初回に実施した訪問介護と同

月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等

が訪問介護を行う際に同行訪問した場合 

  

・緊急時訪問介護加算 107 円/回 ご契約者やご家族からの要請を受けて、サービス提供責任者が介護支援

専門員と連携を図り、介護支援専門員が必要と認めたときに、サービス提

供責任者又はその他の訪問介護員等が個別計画にない訪問介護(身体

介護)を行った場合 

  

・生活機能向上連携加算 外部のリハビリテーション専門職等と連携し、個別機能訓練計画を作成し計画に基

づき機能訓練を実施した場合 

  （Ⅰ）107円/回 外部のリハビリテーション専門職等がＩＣＴを活用した動画等により助言を行った場合 

  （Ⅱ）214円/回 外部のリハビリテーション専門職等が自宅を訪問して助言を行った場合 

 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ） 4円／日（次の要件をみたしている場合） 

①認知症日常生活自立度Ⅲ以上の方が、ご契約者の 1/2以上の場合 

②認知症介護実践リーダー研修修了者を、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の方が 20人未満の 

場合は 1名以上配置し、20人以上の場合またはその端数を増すごとに１名以上を配置している場合 

③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施している場合 
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・認知症専門ケア加算（Ⅱ） 5円／日（次の要件をみたしている場合） 

① 認知症専門ケア加算（Ⅰ）の要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修修了者等を 1名以上配置

している場合 

② 訪問介護員ごとの研修計画を作成し、実施している場合 

※但し、認知症専門ケア加算（Ⅰ）（Ⅱ）はいずれかの加算となります。 

 

 ・口腔連携強化加算 54円／回  

ご利用者の同意を得て口腔の健康状態の評価を実施し、歯科医療機関及び介護支援専門員に対して情報

提供した場合 

 

○介護予防型訪問サービス(1 月あたり)           （下記金額は概ねの料金です） 

― 訪問型サービス費(Ⅰ) 訪問型サービス費(Ⅱ) 訪問型サービス費(Ⅲ) 

1.サービス利用料金 12,583 円 25,134 円 39,878 円 

2.介護保険から給付される金額 11,324 円 22,620 円 35,890 円 

3.自己負担額(1割分） 1,259円 2,514円 3,988円 

○加算料金 

・初回加算 214 円/月  新規に訪問介護計画書を作成したご契約者に対して、初回に実施した訪問介護と

同月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員

等が訪問介護を行う際に同行訪問した場合 

☆指定居宅サービス、介護予防型訪問サービス共に上記料金表に加え、介護職員等処遇改善加算とし

て各加算を加えた額の 24.5％が必要となります。(自己負担額は 24.5%を加えた額の 1割・2割・3割

となります) 

☆ご契約者に対する具体的なサービスの実施内容、実施日及び実施回数は、個別計画に沿って、個別

サービス計画に定められます。 

☆ご契約者の体調不良や状態の改善等により個別サービス計画に定めた期日の増減があった場合であ

っても、日割りでの割引又は増額はいたしません。また、月の途中からの利用開始や、月の途中で終

了した場合であっても、原則として日割り計算は行いません。 

☆以下に該当する場合は、日割り計算を行います。 

 一 月途中に契約を開始した場合 

二 月途中に要介護から要支援に変更となった場合 

  三 月途中に要支援から要介護に変更となった場合 

  四 同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 

  五 その他、監督官庁の通知、指導に該当する場合 
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☆月途中で要支援度が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単価に基づいて利用料

を計算します。 

☆ご契約者が未だ要介護・要支援認定を受けていない場合や事業対象者ではない場合には、サービス

利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。要介護又は要支援、事業対象者の認定を受けた

後、自己負担額を除く金額を介護保険から払い戻す手続きをとっていただくことになります（償還

払い）。また、個別計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご

契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付し

ます。 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更

します。 

☆ご契約者に介護保険料の未納がある場合には、自己負担額については上表と異なる場合がありま

す。 

（2）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 5条、第 10条参照） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

○訪問介護・第 1 号訪問事業 

①介護給付等の支給限度額を超えるサービス 

介護給付等の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、前記 5(1)(ii)のサービス利

用料金表に定められた「サービス利用料金」欄の全額（自己負担額ではありません。又、別

途加算分も含まれます。）が必要となります。 

②複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録その他複写物を必要とする場合には実費相当分を

ご負担いただきます。 1 枚につき  10 円 

③交通費 

通常の事業実施地域外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合は、

サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。 

ご利用毎に 1km 当たり 50 円 

④経済状況の変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。

その場合、事前に変更の内容と事由について、変更を行う 1ヶ月前までにご説明します。 

（3）利用料金のお支払い方法（契約書第 10条参照） 

前記(1)、(2)の料金・費用は次のとおりお支払い下さい。 

☆1ヶ月ごとに計算しご請求しますので、月末締めの翌月（土・日・祝日の場合は翌営業日）に 

ご指定の金融機関の口座から自動引落しさせて頂きます。 

  ※池田泉州銀行 各本支店口座は、翌月 20日に引落しとなります。 

  ※池田泉州銀行以外の金融機関は、翌月 27日に引落しとなります。 
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（4）利用の中止、変更、追加（契約書第 11条参照） 

○利用予定日の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止される場合、利用予定日の

前々日までに事業者に申し出て下さい。 

○利用予定日の前々日までに申し出がなく、前日もしくは当日になって利用の中止の申し出をされ

た場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但しご契約者の体調不良

等正当な事由がある場合には、この限りではありません。但し、第 1 号訪問事業については月額

定額制のため、取消料は発生いたしません。 

利用予定日の前々日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日に申し出があった場合 当日の利用料金の 50% 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の全額 

○介護給付の対象となるサービスの取消料については、上表の区分に従い自己負担額の 50% 

もしくは全額となります。 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所及び訪問介護員の稼働状況によりご契

約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能期間又は日時をご契約

者に提示して協議します。 

 

6. 訪問介護サービスの利用に関する留意事項 

①サービス提供を行う訪問介護員 

  サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。 

    但し、実際のサービスの提供にあたっては複数の訪問介護員が交替してサービスを提供します。 

②訪問介護員の交替（契約書第 7条参照） 

ア．ご契約者からの交替の申し出 

選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認めら

れる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交替を申

し出ることができます。ただし、ご契約者から特定の訪問介護員の指定はできません。 

イ．事業者からの訪問介護員の交替 

事業者の都合により、訪問介護員を交替することがあります。 

訪問介護員を交替する場合はご契約者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が 

生じないよう十分に配慮するものとします。 

③サービス実施時の留意事項（契約書第 8 条参照） 

ア．定められた業務以外の禁止 

訪問介護及び第 1 号訪問事業の利用にあたり、ご契約者は「5．当事業所が提供するサービ

スと利用料金」で定められたサービス以外の業務を事業者に依頼することはできません。 

イ．訪問介護及び第 1号訪問事業の実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います
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但し、事業者は訪問介護及び第 1号訪問事業の実施にあたってご契約者の事情・意

向等に十分に配慮するものとします。 

ウ．備品等の使用 

訪問介護サービス及び介護予防型訪問サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電

気を含む）は無償で使用させていただきます。訪問介護員が事業所に連絡する場合の電話等

も使用させていただきます。 

④サービス内容の変更（契約書第 12 条参照） 

サービス利用当日に、ご契約者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施ができない場合

には、サービス内容の変更を行います。その場合、事業者は、変更したサービスの内容と時間に

応じたサービス利用料金を請求します。 

⑤訪問介護員の禁止行為（契約書第 16条参照） 

訪問介護員は、ご契約者に対する訪問介護サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行い

ません。 

①医療行為 

②ご契約者もしくはその家族等からの物品等の授受 

③ご契約者の家族等に対する訪問介護サービス及び介護予防型訪問サービスの提供 

④飲酒及び喫煙 

⑤ご契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動  

⑥その他ご契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

7. 契約の終了について（契約の終了事由・契約終了に伴う援助） 

契約期間満了の 7 日前までに、ご契約者から契約終了の申入れがない場合には、契約は更に 6か

月間（要介護・要支援認定期間）同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、

仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。 

（契約書第 22条参照） 

①ご契約者が死亡した場合 

②要介護・要支援認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合または、基本チェ

ックリストにより非該当と判定された場合。 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 
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(1)ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 21条、第 22条参照） 

契約の有効期間中であっても、ご契約者から利用契約の全部又は一部を解約することがで 

きます。その場合には、契約終了を希望する日の 7 日前までに解約届出書をご提出下さい。 

但し、次の場合には、即時に契約の全部又は一部を解約・解除することができます。 

 

① 介護給付等対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

③ ご契約者が入院された場合（一部解約はできません） 

④ ご契約者の「個別計画」が変更された場合 （一部解約は出来ません） 

⑤ 事業所及び訪問介護員等が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない場合 

⑥ 事業所及び訪問介護員等が守秘義務に違反した場合 

⑦ 事業所及び訪問介護員等が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷つけ 

または著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑧ 他の契約者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける具体的な恐れ

がある場合において、事業所が適切な対応をとらない場合 

 

(2)事業者からの契約解除の申し出（契約書第 23 条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約の全部又は一部を解除させていただくことがあります。 

 

 ①ご契約者(その家族も含む)が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じ

させた場合 

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが 3 か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にも

かかわらずこれが支払われない場合 

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業所又は訪問介護員等もしくは他の利用サービス等

の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合 

 ④ご契約者の行動が他の契約者もしくは訪問介護員等の生命、身体、健康に重大な影響を及ぼす

おそれがあったり、あるいは、ご契約者が重大な自傷行為（自殺にいたるおそれがあるような

場合）を繰り返すなど、本契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合 

⑤ご契約者又はその家族等により以下のような行為があり、カスタマーハラスメントに該当すると

みなされる場合 

  ① 精神的な暴力 

  ・人格を否定するような言動・侮辱的な言動 

  ・事業所又は訪問介護員等に対する暴言 
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  ・制度や契約の内容を超えたサービスの提供を強いる言動 

② 身体的な暴力 

  ・身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

③  セクシャルハラスメント 

   ・訪問介護員等の身体に不用意に触る 

   ・性的な話をしたり、図画を見せたりする 

(3)契約の一部が解約または解除された場合（契約書第 24条参照） 

本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその効力を 

失います。 

(4)契約の終了に伴う援助（契約書第 20条参照） 

契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必

要な援助を行うよう努めます。 

 

8．サービス提供における事業者の義務（契約書第 14 条、第 15 条参照） 

当事業所は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、ご契約者の生命、身体、生活

環境等の安全やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約書第 14 条、第 15条に規定され

る義務を負います。当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のこ

とを守ります。 

 ①ご契約者の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

 ②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご契約者

から聴取、確認します。 

 ③ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、5年間保管するとともに、ご契約者の請

求に応じて開示し、複写物を交付します。但し、コピー代は有料となります。 

 ④ご契約者に切迫性（契約者本人又は他の契約者の生命・身体・権利が危険にさらされる可能性が

著しく高いこと）、非代替性（身体拘束・その他の行動制限を行うこと以外に代替する方法がない

こと）、一時性（身体拘束その他の行動制限が一時的であること）の 3要件をすべて満たしていな

ければ身体拘束を行わないものとする。やむを得ず身体拘束を行う場合には、その状況について

経過記録を行い出来るだけ早期に拘束を解除するよう努めるものとする。また、事業所内での身

体拘束廃止に向けての現状把握及び改善のために身体拘束廃止委員会等を設置し責任者を設置

するものとする。委員会等は身体拘束廃止に関する指針を整備し定期的に委員会等の開催を行

い、委員会等での検討結果を訪問介護等に周知徹底する。また、身体拘束廃止に向けた研修を行

うものとする。 

⑤ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場

合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等、必要な処置を

講じます。 

 ⑥事業所及び訪問介護員等は、サービスを提供するにあたって知り得たご契約者またはご家族等
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に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません（守秘義務）。 

 ただし、ご契約者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報を提

供します。 

 また、ご契約者との契約の終了に伴う援助を行う際には、ご契約者の同意を得ます。  

⑦事業所は、契約者の人権擁護及び虐待防止のために次の措置を講じるものとする。 

 （１）虐待を防止するための対策を検討する委員会の開催及び訪問介護員等に対する研修の実施 

 （２）契約者又はその家族等からの苦情処理体制の整備 

 （３）その他、虐待防止のために必要な措置 

2 事業所は、サービス提供中に、当該訪問介護員等または養護者（契約者の家族等、契約者を現に

養護する者）による虐待を受けたと思われる契約者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に

通報するものとする。 

 

9．事故発生時の対応について 

  事故が発生した場合には、ご契約者又はその家族等に対し、速やかに状況を報告、説明し、そ

の被害の拡大防止を図るなど必要な措置を講じます。 

 

10．損害賠償について（契約書第 17 条、第 18 条産照） 

(1) 当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかに

その損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。但し、その損害の発生

について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、ご契約者の置かれた心身の状況を

斟酌して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

(2) 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ 

 以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

① ご契約者（その家族も含む）が契約締結に際しその心身の状況及び病歴等の重要事項につい

て故意にこれを告げず又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

② ご契約者（その家族も含む）が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認

に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生

した場合 

③ ご契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを起因としない事由にもっぱら

起因して損害が発生した場合 

④ ご契約者が、事業所もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為にもっぱら起因し

て損害が発生した場合 

 

 

 



 

15 

 

11．苦情の受付について（契約書第 27 条参照） 

(1)当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

  

○苦情受付担当者 

       氏   名       片山 智実 （管理者兼サービス提供責任者） 

   受付時間    月曜日 ～ 金曜日 8:45 ～ 17:30 

電  話    072-755-3314 

 

○第三者委員 

       氏    名       本 郷 修 弁護士 

       住  所      大阪市北区西天満 6丁目 7 番 4号 大阪弁護士ビル 803号室         

       電    話       06-6364-5522 

       

○苦情解決責任者 

       氏  名     森田 昌彦 （職名：在宅介護事業部 部長） 

電    話     072-755-1313 

 

なお、苦情の受付窓口は、受付担当者になります。又、第三者委員も直接苦情を受け付け

る事が出来ます。更に第三者委員は、苦情解決を円滑に図るため双方への助言や話合いへの

立会いなどもいたします。 

  苦情解決責任者は、苦情の申し出をされた方と話合いによって円滑な解決に努めます。 

 

(2)行政機関その他苦情受付機関 

〇川西市福祉部介護保険課 

（適正化担当） 

所 在 地：川西市中央町 12番 1号 

電  話：072(740)-1149 

Ｆ Ａ Ｘ：072(740)-2003 

メ ー ル：kawa0182@city.kawanishi.lg.jp 

受付時間：9:00～17:00(月～金) 

(休祝日、年末・年始の休業日を除く) 

○国民健康保険団体連合会 

所在地  : 神戸市中央区三宮町 1丁目 9 番 1-1801 号 

電  話  : 078-332-5617 

ＦＡＸ  : 078-332-5650 

受付時間 : 9:00～17:15 (月～金) 

 


